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○  

４ 外務委員会 

【第201回国会】 

（1）委員名簿（30人）

委員長 松本  剛明君 自民

理 事 岩屋   毅君 自民      理 事 木原  誠二君 自民 

理 事 鈴木  憲和君 自民      理 事 中山  泰秀君 自民 

理 事 山田  賢司君 自民      理 事 大西  健介君 立国社 

理 事 山内  康一君 立国社     理 事 竹内   譲君 公明 

小野寺 五典君 自民          尾身  朝子君 自民 

城内   実君 自民          黄川田 仁志君 自民 

新藤  義孝君 自民          杉田  水脈君 自民 

鈴木  貴子君 自民          鈴木  隼人君 自民 

武井  俊輔君 自民          中曽根 康隆君 自民 

中谷  真一君 自民          中山  展宏君 自民 

阿久津 幸彦君 立国社         小熊  慎司君 立国社 

岡田  克也君 立国社         玄葉 光一郎君 立国社 

森山  浩行君 立国社         岡本  三成君 公明 

穀田  恵二君 共産          杉本  和巳君 維新 

井上  一徳君 希望 

（2）議案審査

 付託された議案は、条約16件及び内閣提出法律案１件で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

投資の促進及び保護に関する日本国とアラブ首長国連邦との間の協定の締結について承認を求

めるの件（条約第１号） 

要旨

アラブ首長国連邦との間で、投資の拡大により経済関係を一層強化するため、投資の促

進及び保護に関する法的枠組みについて定めるもの 

審査結果 

承認 

審査経過

提出日

令和 
 2. 2.28

衆・委員会 

付託日 

4. 2

提案理由

4. 3

質疑

4.10

議決日 
結 果 

4.10 
承認(多) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)
(反-共産) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

4.14
承認

参・委員会

議決日
結 果

外交防衛 
5.12 

承認 

参・本会議

議決日 
結 果 

5.13 
承認 

公布日
番 号

7.28 
条13号

投資の促進及び保護に関する日本国とヨルダン・ハシェミット王国との間の協定の締結につい

て承認を求めるの件（条約第２号） 

要旨

ヨルダンとの間で、投資の拡大により経済関係を一層強化するため、投資の促進及び保

護に関する法的枠組みについて定めるもの 
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○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会   

趣旨説明 
付託日 

4. 2 

 
 

 

 

 提案理由 

 
 

4. 3 

質疑

4.10 

議決日 

結 果 

4.10 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日

結 果

4.14

承認

 

 

参・委員会 

議決日 

結 果 

外交防衛
5.12 
承認 

 

参・本会議

議決日

結 果

5.13

承認

 

 

公布日 

番 号 

7. 3 

条10号 

 

 

包括的な経済上の連携に関する日本国及び東南アジア諸国連合構成国の間の協定を改正する第

１議定書の締結について承認を求めるの件（条約第３号） 

○ 要旨 

現行の包括的な経済上の連携に関する日本国及び東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）構

成国の間の協定にサービスの貿易、自然人の移動及び投資に関する実質的な規定を追加す

るための改正等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会   
 

 趣旨説明 
付託日 

4. 2

 
 

 提案理由 

 
 

 

4. 3

質疑

4.10 

議決日

結 果

4.10 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日 

結 果 

4.14

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
5.12 
承認 

 

参・本会議 

議決日 

結 果 

5.13

承認

 

 

公布日

番 号

6.19 

条２号 
 

 

 

投資の促進及び保護に関する日本国とモロッコ王国との間の協定の締結について承認を求める

の件（条約第４号） 

○ 要旨 

モロッコとの間で、投資の拡大により経済関係を一層強化するため、投資の促進及び保

護に関する法的枠組みについて定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2.28

衆・委員会    

趣旨説明 
付託日 

4. 2

 
 
 

 
 提案理由 

 
 

 

4. 3

質疑

4.10 

議決日
結 果

4.10 
承認(多) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)
(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日
結 果

4.14
承認

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
5.12 

承認 

 

参・本会議

議決日 
結 果 

5.13
承認

 
 

公布日 
番 号 

6.24 
条３号 
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投資の相互促進及び相互保護に関する日本国政府とコートジボワール共和国政府との間の協定

の締結について承認を求めるの件（条約第５号） 

○ 要旨 

コートジボワールとの間で、投資の拡大により経済関係を一層強化するため、投資の自

由化、促進及び保護に関する法的枠組みについて定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会    
 

 趣旨説明 
付託日 

4. 2

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

4. 3

質疑 

4.10 

議決日

結 果

4.10 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日

結 果

4.14

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
5.12 
承認 

 

参・本会議

議決日 

結 果 

5.13

承認

 

 

公布日

番 号

10. 9 

条15号 
 

 

 

所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とア

ルゼンチン共和国との間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第６号） 

○ 要旨 

アルゼンチンとの間で、二重課税の除去を図るとともに、経済交流の促進のため、投資

所得に対する源泉地国課税を減免すること等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2.28

衆・委員会    
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 

5.12 

 
提案理由 

 
 

5.13

質疑

5.15 

議決日 
結 果 

5.15 
承認(多) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)
(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日 
結 果 

5.19
承認

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
5.26 

承認 

 

参・本会議

議決日 
結 果 

5.27 
承認 

 

 

 

 

所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とウ

ルグアイ東方共和国との間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第７号） 

○ 要旨 

ウルグアイとの間で、二重課税の除去を図るとともに、経済交流の促進のため、投資所

得に対する源泉地国課税を減免すること等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会    
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

5.12

 
 

 

 

 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑

5.15 

議決日

結 果

5.15 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日 

結 果 

5.19

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
5.26 
承認 

 

参・本会議

議決日

結 果

5.27

承認

 

 
 

 

 

 

所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とペ

ルー共和国との間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第８号） 

○ 要旨 

ペルーとの間で、二重課税の除去を図るとともに、経済交流の促進のため、投資所得に

対する源泉地国課税を減免すること等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2.28

衆・委員会    
 
 趣旨説明 

付託日 

5.12

 
 
 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑

5.15 

議決日 
結 果 

5.15 
承認(多) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)
(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日
結 果

5.19
承認

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
5.26 

承認 

 

参・本会議

議決日 
結 果 

5.27
承認

 
 

公布日
番 号

6.24 
条４号 

 

 

 

所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とジ

ャマイカとの間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第９号） 

○ 要旨 

ジャマイカとの間で、二重課税の除去を図るとともに、経済交流の促進のため、投資所

得に対する源泉地国課税を減免すること等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会    
 

 趣旨説明 
付託日 

5.12

 
 

 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑

5.15 

議決日 

結 果 

5.15 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日

結 果

5.19

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
5.26 
承認 

 

参・本会議

議決日 

結 果 

5.27 

承認 

公布日

番 号

6.24 

条５号 
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所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とウ

ズベキスタン共和国との間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第10号） 

○ 要旨 

現行の日・ソ租税条約をウズベキスタンとの間で全面的に改正し、投資所得に対する源

泉地国課税を更に軽減するとともに、税務当局間の徴収共助の手続等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 2.28

衆・委員会    

趣旨説明 
付託日 

5.12

 
 

 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑

5.15 

議決日 

結 果 

5.15 

承認(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)

(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日

結 果

5.19

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
5.26 
承認 

 

参・本会議

議決日 

結 果 

5.27 

承認 

公布日 

番 号 

6.24 

条６号 
 

 

 

所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とモ

ロッコ王国との間の条約の締結について承認を求めるの件（条約第11号） 

○ 要旨 

モロッコとの間で、二重課税の除去を図るとともに、経済交流の促進のため、投資所得

に対する源泉地国課税を減免すること等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2.28

衆・委員会    
 
 趣旨説明 

付託日 

5.12

 
 
 

 
 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑

5.15 

議決日 
結 果 

5.15 
承認(多) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・維新・希望)
(反-共産) 

 

衆・本会議

議決日
結 果

5.19
承認

 
 

参・委員会

議決日
結 果

外交防衛
5.26 

承認 

 

参・本会議

議決日 
結 果 

5.27
承認

 
 

公布日
番 号

6.24 
条７号 

 

 

 

社会保障に関する日本国とスウェーデン王国との間の協定の締結について承認を求めるの件

（条約第12号） 

○ 要旨 

スウェーデンとの間で、年金制度への強制加入に関する法令の適用調整、年金制度の保

険期間の通算等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 3.10

衆・委員会    
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

5.19

 
 

 

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

5.20

質疑

5.22 

議決日

結 果

5.22 

承認(全) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・

希望) 

衆・本会議

議決日

結 果

5.26

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
6. 2 
承認 

 

参・本会議

議決日

結 果

6. 3

承認

 

 
 

 

 

 

社会保障に関する日本国とフィンランド共和国との間の協定の締結について承認を求めるの件

（条約第13号） 

○ 要旨 

フィンランドとの間で、年金制度及び雇用保険制度への強制加入に関する法令の適用調

整、年金保険制度の保険期間の通算等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 3.10

衆・委員会    
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 

5.19

 
 
 

 
 提案理由 

 
 

 

5.20

質疑

5.22 

議決日 
結 果 

5.22 
承認(全) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・
希望) 

衆・本会議

議決日
結 果

5.26
承認

 
 

参・委員会

議決日
結 果

外交防衛
6. 2 

承認 

 

参・本会議

議決日 
結 果 

6. 3
承認

 
 

 

 

 

 

刑を言い渡された者の移送に関する日本国とベトナム社会主義共和国との間の条約の締結につ

いて承認を求めるの件（条約第14号） 

○ 要旨 

ベトナムとの間で、受刑者移送のための条件・手続等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 3.10

衆・委員会    
 
 趣旨説明 

付託日 

5.19

 
 
 提案理由 

 
 

 

5.20

質疑

5.22 

議決日 
結 果 

5.22 
承認(全) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・
希望) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

5.26
承認

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
6.12 

承認 

 

参・本会議

議決日
結 果

6.12
承認

 
 

公布日
番 号

7.22 
条12号 

 

 

 

専門機関の特権及び免除に関する条約の附属書XVIIIの締結について承認を求めるの件（条約

第15号） 

○ 要旨 

専門機関の特権及び免除に関する条約の適用対象に世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）を追加

することを内容とするもの 



第３ 委員会等の概況 

 

148 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 3.10

衆・委員会    

趣旨説明 
付託日 

5.19

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

5.20

質疑 

5.22 

議決日 

結 果 

5.22 

承認(全) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・

希望) 

衆・本会議

議決日

結 果

5.26

承認

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

外交防衛
6.12 
承認 

 

参・本会議

議決日

結 果

6.12

承認

 

 

公布日 

番 号 

7.20 

条11号 
 

 

 

国際獣疫事務局アジア太平洋地域代表事務所の特権及び免除に関する日本国政府と国際獣疫事

務局との間の協定の締結について承認を求めるの件（条約第16号） 

○ 要旨 

国際獣疫事務局との間で、国際獣疫事務局アジア太平洋地域代表事務所及びその職員が

享有する特権及び免除等について定めるもの 

○ 審査結果 

承認 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 3.10

衆・委員会    
 
 趣旨説明 

付託日 

5.19

 
 
 提案理由 

 
 

 

5.20

質疑

5.22 

議決日 
結 果 

5.22 
承認(全) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・
希望) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

5.26
承認

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
6.12 

承認 

 

参・本会議

議決日
結 果

6.12 
承認 

公布日
番 号

8. 5 
条14号 

 

 

 

在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律の一部を改

正する法律案（内閣提出第18号） 

○ 要旨 

国際情勢の変化等に鑑み、在セブ日本国総領事館の新設、在マケドニア旧ユーゴスラビ

ア共和国日本国大使館の在北マケドニア日本国大使館への名称変更、在外公館に勤務する

外務公務員の在勤基本手当の基準額の改定等を行うもの 

○ 審査結果 

可決 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2. 7

衆・委員会    
 
 趣旨説明 

付託日 

3. 5

 
 
 提案理由 

 
 

 

3. 6

質疑

3.18 

議決日 
結 果 

3.18 
可決(全) 

(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新・
希望) 

 

衆・本会議

議決日 
結 果 

3.19
可決

 
 

参・委員会

議決日 
結 果 

外交防衛
3.27 

可決 

 

参・本会議

議決日
結 果

3.27 
可決 

公布日
番 号

3.31 
法10号 
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（3）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応（在外公館による在外邦人への支援の実施状況、

我が国の入国制限措置の決定経緯、各国の入国制限措置への対応、帰国が困難となっ

ている在外邦人の現状及び帰国の見通し、抗インフルエンザウイルス薬「アビガン」

の無償供与の状況、台湾の世界保健機関（ＷＨＯ）総会へのオブザーバー参加問題に

対する我が国の対応等） 

・ 日中関係（習近平国家主席の訪日延期と入国制限措置強化との関係、中国公船によ

る領海侵入の現状等） 

・ 北方領土問題（政府の交渉姿勢、外交青書の記述の変更がロシアとの関係に与える

影響等） 

・ 在日米軍関係（駐留経費負担に係る新たな特別協定締結に向けた協議に臨むに当た

っての対処方針、新型コロナウイルス感染症対策として米国が実施している米軍関係

者の移動制限措置の実効性等） 

・ 自衛隊の中東派遣（活動方針、護衛艦「たかなみ」における新型コロナウイルス感

染症への対応等） 

・ 核軍縮関係（核兵器禁止条約への我が国の対応、米国の核政策に対する評価等） 

  



第３ 委員会等の概況 
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（4）参考人  

出頭日 職    業 氏    名 審査・調査案件 

令和 

2. 5.15 
独立行政法人国際協力機構理事 本清 耕造君 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とアルゼンチン共

和国との間の条約の締結について承

認を求めるの件（条約） 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とウルグアイ東方

共和国との間の条約の締結について

承認を求めるの件（条約） 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とペルー共和国と

の間の条約の締結について承認を求

めるの件（条約） 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とジャマイカとの

間の条約の締結について承認を求め

るの件（条約） 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とウズベキスタン

共和国との間の条約の締結について

承認を求めるの件（条約） 

所得に対する租税に関する二重課税

の除去並びに脱税及び租税回避の防

止のための日本国とモロッコ王国と

の間の条約の締結について承認を求

めるの件（条約） 
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【第202回国会】 

（1）委員名簿（30人）

委員長 松本  剛明君 自民

理 事 岩屋   毅君 自民      理 事 木原  誠二君 自民 

理 事 鈴木  憲和君 自民      理 事 山田  賢司君 自民 

理 事 大西  健介君 立国社     理 事 山内  康一君 立国社 

理 事 竹内   譲君 公明 

尾身  朝子君 自民          城内   実君 自民 

黄川田 仁志君 自民          國場 幸之助君 自民

新藤  義孝君 自民          杉田  水脈君 自民 

鈴木  馨祐君 自民          鈴木  貴子君 自民 

鈴木  隼人君 自民          武井  俊輔君 自民 

中曽根 康隆君 自民          中谷  真一君 自民 

中山  展宏君 自民          阿久津 幸彦君 立国社

小熊  慎司君 立国社         岡田  克也君 立国社 

玄葉 光一郎君 立国社         森山  浩行君 立国社 

岡本  三成君 公明          穀田  恵二君 共産 

杉本  和巳君 維新          井上  一徳君 希望 

（2）議案審査

付託された議案はなかった。 



第３ 委員会等の概況 
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○  

○  

 

○  

 

   

 
 

 
 
 

 
  

 
 

 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

  

 

○ 

・

【第203回国会】 

（1）委員名簿（30人）

委員長 あべ  俊子君 自民

理 事 伊藤 太郎君 自民      理 事 鈴木  貴子君 自民 

理 事 鈴木  憲和君 自民      理 事    清人君 自民 

理 事 中根  一幸君 自民      理 事 阿久津 幸彦君 立民 

理 事 小熊  慎司君 立民      理 事 佐藤  茂樹君 公明 

小田原  潔君 自民          尾身  朝子君 自民 

城内   実君 自民          黄川田 仁志君 自民 

國場 幸之助君 自民          新藤  義孝君 自民 

鈴木  隼人君 自民          薗浦 健太郎君 自民 

中曽根 康隆君 自民          中谷  真一君 自民 

松島 みどり君 自民          簗   和生君 自民 

青山  大人君 立民          岡田  克也君 立民 

緑川  貴士君 立民          山川 百合子君 立民 

渡辺   周君 立民          竹内   譲君 公明 

穀田  恵二君 共産          浦野  靖人君 維新 

山尾 志桜里君 国民 

（2）議案審査

付託された議案は、条約１件で、審査の概況は、次のとおりである。 

包括的な経済上の連携に関する日本国とグレートブリテン及び北アイルランド連合王国との間

の協定の締結について承認を求めるの件（条約第１号） 

（詳細は「第１－２(7) 日英包括的経済連携関係」（30ページ）参照） 

要旨

我が国と英国との間で、貿易及び投資の自由化及び円滑化、電子商取引、知的財産の保

護等の分野における経済連携を強化するための法的枠組みについて定めるもの 

審査結果

承認

審査経過

提出日

令和 
 2.11. 4

衆議院 

趣旨説明

11.12

衆・委員会 

付託日

11.12

提案理由

11.13

質疑

11.18

議決日 
結 果 

11.20 
承認(多) 

(賛-自民・立民・公明・

維新・国民) 
(反-共産) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

11.24
承認

参・委員会

議決日
結 果

外交防衛
12. 3 

承認 

参・本会議

議決日
結 果

12. 4
承認 

公布日 
番 号 

12.23 
条16号

（3）国政調査

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

主な質疑内容 

 日米関係（2021年１月の発足が見込まれるバイデン新政権に対する我が国の対応方

針、政権交代により米国が環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）に復帰する可能性、

在日米軍駐留経費負担に係る新たな特別協定の交渉方針等） 
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・ 日中関係（香港立法会の民主派議員の資格剥奪に対する我が国政府の見解、尖閣諸

島に関する我が国の立場を強く主張していく必要性等） 

・ 北方領土問題（領土の割譲禁止条項を含む憲法改正を行ったロシアとの交渉の進め

方等） 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応（感染が再拡大する中での国際的な人の往来再

開の進め方、ワクチンを共同購入する国際的枠組み「ＣＯＶＡＸファシリティ」への

参加を米国に働き掛ける必要性等） 

・ 経済連携関係（地域的な包括的経済連携(ＲＣＥＰ)協定の意義、今後の我が国の通

商政策の在り方） 

・ 核軍縮関係（核兵器禁止条約を批准する必要性等） 

 

 




